
 
 
 
 
 
 

平成 30 年５月８日 

各  位 

会 社 名  フ リ ー ビ ッ ト 株 式 会 社 

  （ コ ー ド 番 号 3 8 4 3 ： 東 証 第 一 部 ） 

本社所在地  東 京 都 渋 谷 区 円 山 町 ３ 番 ６ 号 

代 表 者  代 表 取 締 役 社 長 田 中 伸 明 

問 合 せ 先  執行役員グループ経営管理本部長 和 田 育 子 

電 話 番 号  ０ ３ － ５ ４ ５ ９ － ０ ５ ２ ２ （ 代 表 ） 

（URL http://www.freebit.com） 

 

 

事業譲受けに関するお知らせ 

 

当社は、ティアック株式会社（コード番号：6803、東証第一部）とオンキヨー株式会社（コード番号：6628、

東証JQS）の合弁会社であるティアックオンキヨーソリューションズ株式会社（東京都多摩市、代表取締役社

長 松本友伯、以下「譲渡会社」）より、介護記録システム事業（以下、「譲受事業」）を譲受けることにつ

き、決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．事業譲受の理由 

 当社グループは、中期事業方針『SiLK VISION 2020』のもと、2020 年（平成 32 年）４月期に連結売上

高 500 億円、連結営業利益 50 億円の達成を目指し、中長期での事業拡大に向けた先行投資を実行してき

ました。 

 中でも“Health Tech”分野においては、平成 28 年９月に株式会社フリービット EPARK ヘルスケア（以

下、「フリービット EPARK ヘルスケア」）を子会社化するなど、当社グループの誇るインターネットテクノ

ロジーを活かした事業規模の拡大に努めてきました。その結果、フリービット EPARK ヘルスケアは早くも

利益を生み出すビジネスモデルへと変貌を遂げ、今後の当社グループ業績を牽引する体制が整いつつあり

ます。 

 譲受事業が提供する介護施設向け介護支援システム「コメットケア」は、介護業務で重要なケア記録を

タブレット等の端末で簡単に入力・保存・共有ができる“介護記録ソフトのスタンダード”と位置づけら

れています。入力記録は施設内でのリアルタイム共有に止まらず、複数施設の一元管理／一括管理も実現

しているため導入施設から高い評価を得ています。そして、業績も堅調に推移しており、提供先も引き続

き増加する見込みです。 

 当事業譲受けについても“Health Tech”分野の拡大を企図したもので、譲受事業がフリービット EPARK

ヘルスケアなどとの高いシナジー創出が見込めるため、より一層の事業規模拡大が期待できると捉えてい

ます。 

  

２．事業譲受けの概要 

(1)  事業内容 

介護施設向け介護支援システムの提供 

(2)  経営成績 

 平成 29 年３月期 平成 30 年３月期（見込み） 

売上高 155 百万円 185 百万円 

 

 



 
 
 
 
 
 

(3)  資産・負債額（平成 30 年３月 31 日現在 見込み） 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

売掛金 12 百万円 買掛金 9 百万円 

(4)  譲渡価額及び決済方法 

 譲渡金額：363 百万円 

 決済方法：事業譲渡日に現金決済を行う予定です。 

      ※ 本譲渡は、当社にとって会社法第 468 条第２項に定める簡易事業譲渡、譲渡会社に 

とって略式事業譲渡であります。 

３．譲渡会社の概要 

(1)  名称 ティアックオンキヨーソリューションズ株式会社 

(2)  所在地 東京都多摩市落合１丁目 47 番地 

(3)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松本 友伯 

(4)  事業内容 

・システムコンサルテーションサービス 

・システムインテグレーションと各種導入支援サービス 

・介護記録パッケージソフトの開発・販売・保守 

・システムの受託開発 

・システムの運用保守サービス 

・サーバ、ＰＣ及びネットワーク機器の販売 

(5)  資本金 90 百万円（平成 30 年３月 3１日現在） 

(6)  設立年月日 平成２年４月４日 

(7)  純資産 286 百万円（平成 30 年３月 31 日現在） 

(8)  総資産 623 百万円（平成 30 年３月 31 日現在） 

(9)  大株主及び持株比率 ティアック株式会社（60.15％）、オンキヨー株式会社（39.85％） 

(10) 
上場会社（当社）と 

譲渡会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関係当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．日程 

(1)  
事業譲渡に係る 

取締役会決議日 
平成 30 年５月８日 

(2)  事業譲渡契約締結日 平成 30 年５月８日 

(3)  事業譲受け日 平成 30 年６月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 当社連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、開示すべき事項が生じた場合は速やか

にお知らせいたします。 
以上 


